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２Ｂ１７ 

研究開発を通じた政策実装の阻害要因に関する分析 

 

 
○黒河昭雄（神奈川県立保健福祉大学），菊地 乃依瑠（政策研究大学院大学） 

a.kurokawa-4k5@kuhs.ac.jp 

 

1. はじめに  

現代の行政運営において、エビデンスに基づく政策形成（Evidence-Based Policy Making: EBPM）は、

中心的なパラダイムとして国際的に定着しつつある。EBPMは、政策決定が経験と勘、逸話的な証拠や政

治的配慮ではなく、厳密な研究と経験的データに基づいて行われるべきであるという理念に基づく。こ

の規範的な理想とは裏腹に、政策プロセスは純粋に合理的な意思決定の場ではなく、多様なアクターが

それぞれの価値観や利益に基づき影響力を行使しようと競い合う、複雑で政治的なシステムである。政

策担当者は、唯一の正しい解決策が存在しない「厄介な問題（wicked problems）」[1] を対象としつつ
も、すべての情報を吟味する時間的・認知的余裕を持たない「限定合理性」（bounded rationality）の

下で活動し、感情や直感、単純化された物語に強く影響されることが指摘されている[2]。この「エビデ
ンス-政策ギャップ」は国際的な課題であり、近年の大規模なシステマティックレビューでは、その主要

な障壁として「断片化した諮問システム」や「コミュニケーション不足」、逆に促進要因として「専門の

科学諮問機関」や「知識ブローカーを支援する制度」などが特定されている[3]。    

こうした『エビデンス-政策ギャップ』を体系的に分析する学問分野として、近年、実装科学

（Implementation Science）が国際的に発展している。実装科学とは、有効性が証明された介入策

（Evidence-Based Intervention: EBI）が、現実の環境でなぜ普及・定着しないのかを科学的に解明し、

その導入を促進または阻害する要因（determinants）を特定するための理論やフレームワークを提供す

るものである。本稿は、この実装科学の視座を日本の政策志向型研究開発プログラムに適用することで、

単なる障壁のリストアップに留まらない、構造的な課題の解明を目指す。本報告は、科学技術振興機構

（JST）社会技術研究開発センター（RISTEX）が推進する「科学技術イノベーション政策のための科学」

研究開発プログラム（以下、RISTEXプログラム）の事後評価報告書の分析を通じ、この実装科学の視座

から日本の政策志向型研究開発における実装の阻害要因を体系的に解明することを目的とする。 

 

2. 目的と分析方法 

本研究は RISTEX プログラムを観察対象としつつ「研究成果の政策実装を阻害する主要な決定要因は

何か」というリサーチクエスチョンを設定する。この問いに答えるため、本稿は 2024年度末までに終了

した採択プロジェクト全 48 件の事後評価報告書を分析対象とする。この報告書群は、日本の科学技術

政策における実装課題を体系的に調査するための、他に類を見ない貴重なデータである。本稿における

政策実装は、研究プロジェクトによって創出された知見やツールが、プロジェクト事後評価時点あるい

は事後的において国や地方自治体の政策文書、ガイドライン、具体的な事業計画に反映されること、あ

るいは政策形成プロセスにおける意思決定に直接的に参照されることを指す。より具体的には、研究成

果が政策過程において研究利用の Ladder[4] [5]でいう（a）「影響」以上に到達する 、または（b）公式

文書・計画・ガイドラインへの明記、（c）パイロット／実証の実施、（d）予算・人員・制度改正等の具

体成果に結びつく、といった状態を指す。 

分析にあたっては、リフレクシブ・テーマ分析（Reflexive Thematic Analysis: RTA）の手法を用い

た[6]。RTAは、研究者の主観性を分析ツールとして積極的に活用する、解釈主義的パラダイムに根差し

たアプローチである。まず 48件の報告書を精読し（①データへの精通）、実装の障壁に関連する記述を

コード化した後（②初期コードの生成）、それらのパターンを解釈し（③テーマの探索と④テーマのレビ

ュー）、最終的に 4つの主要テーマを抽出した（⑤テーマの定義と命名）。実際には、5つのフェーズを

厳密に線形的にたどるのではなく再帰的・往還的に分析を進めた。このプロセスを通じて、48件の報告

書の精読から約 150 の初期コードが生成され、これらが 12 の候補テーマに集約された後、最終的に後

述する 4 つの中核テーマへと精緻化された。なお、本稿で示す出現頻度は、厳密な計量分析ではなく、

質的データ全体における顕著性を示すための記述的指標である。各報告書において当該テーマが主要な 
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課題として明示的または暗示的に言及されているかを筆者らが判断し、プロジェクトごとに当該テーマ

の有無（1/0）を記録した。 
 

3. 政策実装をめぐる 4つの阻害要因1 

48件の事後評価報告書の分析の結果からは、政策実装を阻害する要因として、4つの主要な障壁が析

出された。すなわち、（1）政策文脈への不適合、（2）ステークホルダー連携の脆弱性、（3）実装戦略と

制度的基盤の欠如、そして（4）政策オプションへの転換失敗である。表は、48 のプロジェクト全体に

おける 4つの実装障壁の顕著性を質的に評価したものである。この表が示すように、主要な障壁のほと

んどが 70%以上のプロジェクトで言及されている。特に「ステークホルダー連携の脆弱性」は 94%、「知

識の翻訳失敗」は 88%のプロジェクトで確認された。これほど一貫して高い頻度で出現するという事実

は、これらの問題が個別のマネジメントの失敗ではなく、RISTEXのような実装志向の研究開発プログラ

ムが活動する科学と政策のインターフェースに蔓延する根深い構造的特徴であることを示している。な

お、同定された 4つの障壁（文脈不適合・連携不全・基盤欠如・転換不全）は、CFIRの主要ドメイン（外

部環境／内部環境／プロセス／介入特性）と整合的であり、国際的な実装科学の知見とも概念的に接続

可能であると考えられる[7]。  

 

3.1 政策文脈との不適合 

第一に、学術研究のタイムラインと、動的かつ不確実であるがゆえに、予測が困難な政策環境との間

の断絶についである。この非同期性は、分析対象プロジェクトの 73%で言及されており、偶発的な不運

ではなく、あらゆる科学と政策のインターフェースに共通する構造的な課題である。 

 

3.1.1 タイムラインの相違 

研究プロジェクトは、複数年にわたる計画的なタイムラインで運営されるが、政策形成の機会、すな

わち「政策の窓」は、研究の論理とは無関係に、政治的な好機の論理によって開閉する[8]。この時間軸
の根本的なミスマッチは、科学的に妥当な成果物が政治的に無関係なものとなるリスクを構造的に生み

出す。この問題の典型例が、再生医療のコストに関するプロジェクトでみられた。事後評価報告書には、

研究開発のスタート後に、厚生労働省の新たな施策の導入の結果として、コスト情報の収集を予定して

いた製品・技術について企業等から情報提供を受けることが困難となったことが指摘されている。同様

に、気候変動の「自分事化」に関するプロジェクトでは、連携先であった広域自治体において、カーボ

ンニュートラルなどの政策課題の優先順位の上昇という事情変更があり、自らの研究課題の優先順位が

相対的に後退するような状況に直面した。さらに、急性期病床の削減に関するプロジェクトは、COVID-

19パンデミックという未曾有の外部環境の変化に直面し、政策の優先順位が病床の数量確保へと完全に

逆転したことで、文字通りの「逆風」にさらされることとなった。 

 

3.1.2 人事異動の影響 

日本の省庁における 1～2 年周期の標準的な人事異動サイクルは、特に省庁との密接な連携を前提と

 
1 以下の記述では、実際のプロジェクトの事後評価報告書を引用・参照しているが、紙幅の都合からすべての報告書を

参考文献リストに掲載することは避ける。事後評価報告書はすべて下記よりダウンロード可能である。

https://www.jst.go.jp/ristex/funding/stipolicy/index.html（2025年 9月 27日アクセス） 

障壁テーマ / サブテーマ 定義 出現頻度 (N=48)
1 政策文脈との不適合 研究と政策のサイクル、優先順位、外部イベントの非同期性 35 (73%)
1.1 行政サイクル（人事異動等） 政府の定常的な職員ローテーションによる中断 7 (15%)
1.2 外部ショックと政策シフト 予期せぬ出来事（パンデミック等）や政治的アジェンダの変化の影響 9 (19%)
2 ステークホルダー連携の脆弱性 制度的論理とインセンティブの衝突による摩擦とコミュニケーション不全 45 (94%)
2.1 論理の衝突（アカデミア対実践） 価値観、目標、成功指標の不一致 42 (88%)
2.2 コミュニケーション不全（プログラム側含む）共通言語と信頼の確立の失敗 8 (17%)
3  実装戦略と基盤の欠如 プロジェクト後の持続可能性、制度的受け皿、明確な実装経路の欠如 41 (85%)
3.1 「ファンディング・クリフ」と持続可能性 プロジェクト後の維持・スケールアップ資金の欠如 6 (13%)
3.2 制度的・システム的障壁 法的制約（データアクセス等）、組織の慣性 6 (13%)
3.3 不明確な実装ロードマップ 具体的な活用への道筋の定義の失敗 33 (69%)
4 知識の翻訳失敗 学術的知見を実行可能な政策関連形式に転換できないこと 42 (88%)
4.1 抽象性のギャップ（発見対選択肢） 具体的な処方箋なき診断の提供 32 (67%)
4.2 「知識ブローカー」機能の欠如 専門的な媒介役割の構造的欠如 39 (81%)

出所：JST-RISTEX事後評価報告書をもとに筆者作成

表：政策実装障壁のテーマティック・マトリクス（N=48） 
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する「共進化枠」のプロジェクトにおいて、共創的研究に不可欠な長期的な信頼関係の構築を著しく困

難にする構造的障壁となっている。この問題は、日本の EBPM 推進における根深い課題としても指摘さ

れており、専門人材の不足やローテーション人事による専門性の不在が、庁内における専門知識の蓄積

と長期的な制度的記憶の形成を阻害しているとされる。この脆弱性は偶発的なものではなく、日本の中

央省庁における標準的な人事ローテーション制度の直接的な帰結である。 

たとえば、大学の技術移転に関するプロジェクトの評価では、研究期間中に連携先である文部科学省

の担当者が 3 度にわたり交代し、「当初本プロジェクトに向けられた期待値を維持することを困難にし

た」と報告されている。この問題は同プロジェクトに固有のものではなく、研究公正規範に関するプロ

ジェクトおよびライフサイエンスにおける誠実さに関するプロジェクトにおいても、文部科学省の人事

異動がプロジェクトへの継続的な関心をキープすることを困難にした主因として挙げられている。 

これらの事例は、研究と政策の連携を強化するために設計された「共進化枠」という仕組みが、逆説

的にプロジェクトの脆弱性を高めていることを浮き彫りにする。特定の行政部局との緊密な連携を前提

とすることは、その部局の人事異動や担当業務の変更といった日常的な行政運営の変動が直接的にプロ

ジェクトの進行を阻害するリスクを増大させる。つまり、連携強化のための仕組みが、単一障害点

（Single Point of Failure）を生み出しているのである。この問題は、単なるタイミングの不一致で

はなく、行政側の専門知識や長期的な視点を持つ担当者の欠如、すなわち行政組織が知見を組織的に吸

収し、活用するための「吸収能力」（Absorptive Capacity）の形成を構造的に阻害している[9]。 

 

3.2 ステークホルダー連携の脆弱性 

第二に、「共創のパラドックス」についてである。これは、多様なアクター（学者、政策担当者、実務

家）間の協働の促進が、彼らの制度的論理、インセンティブ、言語等の根本的な衝突により、実装失敗

の主要な源泉となる現象である。この障壁は、分析対象プロジェクトの実に 94%で確認されており、本

分析で同定された最も普遍的な課題であった。 

 

3.2.1 制度的論理の衝突 

この摩擦の根源を理解するためには、組織社会学における制度的論理（Institutional Logics）の視

点が極めて有効である[10]。制度的論理とは、個人や組織が自らの日常活動に意味を与え、評価し、組
織化するための、社会的に構築された価値観、信念、規範の体系を指す。連携の主体はそれぞれ異なる

制度的論理の世界に生きており、その衝突が必然的に摩擦を生む。 

たとえば、インフラ間の複合的な相互依存性を分析したプロジェクトでは、そのテーマの重要性から

自治体や危機管理当局との連携が期待されたものの「結果的にそうした議論を十分に深めることができ

なかった点が惜しまれる」と報告されている。また、医療の地域格差という「政治的に機微をともう情

報」の公開をめぐった医療の地域格差に関するプロジェクトでは、地方自治体、医療政策関係者、医療

提供者、保険者といった多様なステークホルダーとの「合意形成が障害となった」事例が報告されてお

り、利害が対立する状況下での共創の困難さが浮き彫りになっている。また、大学の技術移転に関する

プロジェクトの評価では、「実務家の経験知と研究者の学術的関心とが必ずしもうまく折り重ならず、

その整合をはかるうえで双方が一貫して対応に苦慮してきた様子」が窺われると分析されている。これ

らは、アカデミアの論理と実践現場の論理の典型的な衝突である。 

今日、多くのファンディングが、異なる論理を持つアクターを同じ場に集めさえすれば、共通の目標

のもとに共創が進むと暗黙のうちに仮定しているが、ここではこうしたナイーブな仮定が誤っている可

能性が示唆されている。この制度的論理の衝突を管理・媒介する仕組みがなければ、共創は協働ではな

く消耗的な摩擦を生み出す場と化してしまう。 

 

3.2.2 卓越した個人への依存 

ステークホルダー連携の成否は、プロジェクトの形式的な設計よりも、研究代表者あるいは実施者が

有する属人的な社会関係資本やコミュニケーション能力に大きく依存している構造も浮かび上がる。成

功事例として、感染症数理モデルに関するプロジェクトは感染症数理モデルを実際の政策形成に活用す

ることに成功したが、その導入プロセスは「暗黙知を含めて優れて研究代表者の能力・識見に依存する

もの」であり、「汎用性のある学術的知見を取りまとめるには至っていない」と評価されている。同様に、

社会インフラ管理に関するプロジェクトや農林業生産と環境保全に関するプロジェクトの成功も、それ

ぞれ「丹念なコミュニケーションが重ねられ、その結果として構築された良好なパートナーシップ」や
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「地域住民やステークホルダーらとの密接な関係性を構築しながら丁寧に積みあげられた」信頼関係に

その要因が求められている。 

これらの失敗例と成功例を比較検討すると、RISTEXプログラムの設計が、全ての PIが「知識ブロー

カー」[11]しての高度な専門技能を均しく備えていることを実質的に要求していることがわかる。しか
しながら、多くの研究者がこうした専門的な技能に関するトレーニングを受けていないなかで、衝突す

る制度的論理の媒介を要求することは、研究代表者自身が単一障害点へと変貌し、「共創のパラドック

ス」の核心を体現するリスクとなりうることを意味する。 

 

3.3 実装戦略と制度的基盤の欠如 

第三に、プロジェクト終了時点から終了後にかけての失敗についてである。科学的に優れたアウトプ

ットが創出されても、それを受け入れ、社会に定着させるための明確な実装経路、持続可能な資金、そ

して受容的な制度的基盤が欠如しているために、成果が「冷凍」され実装が頓挫してしまう。この障壁

は、プロジェクトの 85%で確認されるなど、多くの事例に共通して観察された課題である。この現象は、

本プログラムに固有の問題ではなく、多くのファンディングプログラムに共通している。 

 

3.3.1 ファンディング・クリフ 

プロジェクトベースの資金提供モデルは、成果の持続可能性に対する直接的な脅威となる「ファンデ

ィング・クリフ」を生み出す。特に、データベースやソフトウェアプラットフォームなど、継続的なメ

ンテナンスを必要とするアウトプットは、プロジェクト資金の終了と同時に放棄される危険にさらされ

る。たとえば、学術研究と産学連携の両面にハイパフォーマンスを発揮する研究者に関するプロジェク

トでは、「本プロジェクト終了後にもこれらのデータセットが継続的に作成・公開されていくための具

体的な工夫がなされることを強く期待したい」と述べられている。同様の懸念は、生活空間のリスクマ

ネジメントに関するプロジェクトが構築した傷害情報データベースや、グリーン購入推進に関するプロ

ジェクトの環境影響評価基盤についても表明されている。 

 

3.3.2 制度的障壁と「吸収能力」の欠如 

プロジェクトのなかには、実装にあたり既存の法制度や行政組織の慣行といった強固な壁に直面する

事例も多く見られた。この問題の背景には、政策エコシステム全体の「吸収能力」の低さがある。つま

り、プロジェクト側が科学的知見をエビデンスとして「供給」しても、それを受け取り、理解し、組織

的に活用するための「需要側」の体制が脆弱なのである。政策サイドで観察された「吸収能力」の欠如

は、データ分析スキルを持つ職員の不足や、省庁間のデータ共有を妨げる根強い制度的障壁など、日本

の EBPM推進における課題として認識されている兆候と共通している。 

たとえば、医療の地域格差に関するプロジェクトは、医療の質の地域格差を分析する上で、「NDBデー

タの公開制約については制度的な限界がある」と報告しており、有望な研究が既存のデータ利用に関す

る制度によって阻害される実態を示している。また、水資源保全に関するプロジェクトは、「表層水と地

下水の法的枠組みの違い」を踏まえた社会制度・法制度を含む政策形成に資する具体的な提言がほしか

った」と指摘されるなど、制度変更そのものではないものの、それに向けた知見の取りまとめが期待さ

れていた様子が窺える。これらの事例は、研究成果の「受け皿」となる制度的基盤がなければ、成果が

いかに優れていても社会に根付かないことを示している。 

 

3.3.3 明確な実装ロードマップの不在 

分析対象となったプロジェクトの大多数（69%）において、創出された成果物がどのように実社会で利

用されるのか、その具体的かつ現実的な道筋を描けていない点が共通の課題として指摘されている。こ

れは、研究の「供給側」の問題であると同時に、行政と研究機関の協業体制が不十分であるという「需

要側」の問題でもある。たとえば、デジタルツイン都市に関するプロジェクトは、災害時のリアルタイ

ム予測システムの社会実装における現実的な制約として「日常において具体的な利用可能性の乏しいセ

ンサを設置し、地域社会がそのコストを負担することは必ずしも容易なことではない」と指摘されてい

る。これは、技術的な成果の創出だけでは乗り越えられない、社会全体のコスト負担の合意形成といっ

た課題の存在を浮き彫りにしている。同様の批判は、再生医療のコスト分析、脱炭素化技術の社会的受

容性に関するプロジェクト、木質バイオマス熱エネルギーに関するプロジェクト、幼児教育の質に関す

るプロジェクトなど、多数の報告書で繰り返されている。 
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この一貫したパターンは、研究開発の推進側が、やはり研究成果の創出を優先しており、持続可能な

実装計画の策定が二の次となっている実態を示唆する。プログラム側によるマネジメントでは、実装に

向けた道筋を提示するように求められる一方で、それに的確に応答することは研究推進側にも極めて難

易度の高い要求であることがあらためて浮き彫りとなる。 

 

3.4 政策オプションへの転換失敗 

第四に、学術的知見を、政策担当者が意思決定に必要とする明確かつ実行可能な形式へと転換する「翻

訳」の失敗である。これは単なるコミュニケーション不足ではなく、異なる知の体系間での意味の変換

という、より高度な知的作業の失敗である。これも、実にプロジェクトの 88%で確認されるなど、非常

に広範に見受けられた現象である。この問題の核心には、専門的なサービス機能としての知識ブローカ

レッジ（Knowledge Brokerage）の構造的欠如がある。 

 

3.4.1 抽象性のギャップ 

多くのプロジェクトは、問題の診断には成功するものの、具体的で実行可能な処方箋、すなわち政策

オプションを提示する段階で頓挫している。たとえば、先端生命科学の ELSI に関するプロジェクトは

ユニークな「政策共創モデル」を提示したが「直ちに実際の政策形成のあり方やプロセスの改善に貢献

するものとは言い難い」とその実用性に疑問が呈された。また、データ倫理規範に関するプロジェクト

が作成したデータ倫理原則案についても、抽象度が高く、政策形成への実践への乖離が大きいと評価さ

れている。医療情報化に関するプロジェクトでは費用便益の不均衡を定量的に示したが、求められたの

は単に可視化するだけではなく、より具体的に受容を促す方策であったとされるなど、成果の現実への

貢献可能性が指摘される例は枚挙に暇がない。 

 

3.4.2 媒介者の不在 

この「翻訳」の失敗の背景には、研究と政策の世界を媒介する専門的な役割、すなわち「知識ブロー

カー」が制度的に欠如しているという構造的問題が存在する。知識ブローカーは、単に情報を伝達する

だけでなく、異なるステークホルダー間の関係を構築し、対話を促進するほか、知識の共同生産をファ

シリテートし、さらに組織の能力開発を支援する多面的な役割を担う。たとえば、経済成長分析に関す

るプロジェクトの評価では、「マクロ経済学的アプローチと政策的判断との間には一定の距離があるこ

とを踏まえ、学術的な分析結果と考察および提言が適切に活用されるように、橋渡しするプロセスを設

計する必要がある」と指摘されており、研究と政策を媒介する専門機能とその人材の必要性が示唆され

ている。しかし、こうした高度に専門的な機能もまた、属人的な能力に依存しているのが現状であろう。 

これらの事例が示すのは、研究者は学術界の通貨（論文、複雑なモデル）で知識を生産し、政策担当

者は政策界の通貨（簡潔なブリーフ、実行可能な選択肢）で知識を消費するという現実である。その結

果、翻訳という専門的なタスクは、そのための訓練もインセンティブも持たない研究者自身に委ねられ、

体系的な翻訳の失敗が生じている。これは単なるコミュニケーションの問題ではなく、専門的な見地か

らの媒介と支援が求められているといえる。 

 

4. 考察 

4.1 変更理論の欠陥 

整理した 4つの政策実装の阻害要因は、単に個別のプロジェクトマネジメントの巧拙に帰せられる

偶発的な事象ではなく、体系的な機能不全の症状というべきものである。機能不全の核心には、実装

を促進するための解決策として導入された「共創」という仕組み自体が、逆説的に実装を阻害する最

大の要因の一つとなる「共創のパラドックス」と呼ぶべき現象が存在している。 

RISTEXプログラムの設計は、「研究者と政策・実務担当者を協働（共創）させれば、研究の妥当性が

高まり、実装は自然に進むだろう」という暗黙の「変更理論（theory of change）」に基づいている。

しかし、48件の事後評価報告書のデータは、この理解が必ずしも正しいとは限らない可能性を強く示

唆している。ステークホルダー連携の脆弱性が 94%という最も高い頻度で出現したという事実は、この

協働の要請自体が問題の源泉となっていることを示している。これは、制度的論理の衝突が管理され

ていないことに起因する。必要な支援体制（専門のファシリテーター、翻訳のための資源の確保、信

頼醸成のための時間的猶予など）を欠いたまま、異なる制度的論理を持つアクターを同じ場に集める

ことは、ギャップを埋めるどころか、新たな摩擦を生み出す。この摩擦、すなわち信頼関係の構築、
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専門用語の翻訳、相反する目標の交渉にかかる膨大な「プロセス・コスト」が、本来の研究開発に向

けられるべきリソースと時間を侵食する。これが「共創のパラドックス」の核心と考えられる。 

 

4.2 失敗の連鎖メカニズム 

4つの阻害要因は、政策実装の失敗要因の並列的なリストに留まらず、どのように失敗していくのか

というプロセスを動的に説明する連鎖メカニズムとしても理解することができる。4つの要因はそれぞ

れが独立した事象ではなく、相互に作用し、影響を増幅させ合う、より深い構造的問題として表出し

ている。この連鎖は動的でありフィードバックループを含む。 

まず、制度的論理の衝突（2.1）が、プロジェクト内部で「ステークホルダー連携の脆弱性」（2）を

生み出す。次に、この連携の失敗は、共通理解の欠如を招き、専門的な知識ブローカレッジ機能の不

在（4.2）と相まって、「知識の翻訳失敗」（4）に直結する。続いて、仮に翻訳された成果物が生まれ

ても、政策エコシステムの低い吸収能力（3.2）が原因で、「実装戦略と制度的基盤の欠如」（3）とい

う壁にぶつかる。最終的に、行政サイクルの問題に象徴される構造的な非同期性（1.1）により、「政

策文脈との不適合」（1）がとどめを刺し、成果は既存のシステムから拒絶される。 

このように、実装の失敗は、個別の障壁の総和ではなく、複数の要因が連鎖的に作用するシステム

の帰結として理解すべきである。それは、プログラム設計、組織的インセンティブ、そして国家レベ

ルの EBPMインフラという複数のレイヤーにまたがる、一貫した実装理論の欠如に起因している。 

 

5. おおわわりりにに  

本研究は、RISTEXプログラムの 48件の事後評価報告書の体系的分析を通じ、政策実装を阻む 4つの

主要因—政策文脈との不適合、ステークホルダー連携の脆弱性、実装戦略と制度的基盤の欠如、知識の

翻訳失敗—を同定した。これらの障壁は相互に連関し、実装の失敗が個々のプロジェクトの能力不足と

いうよりは、研究と政策をつなぐエコシステム全体の構造的問題に根差していることを明らかにし

た。特に、本稿が「共創のパラドックス」と名付けた現象は、重大な病理である。これは、実装を促

進するはずの「共創」の要請が、異なる制度的論理の衝突を管理せず、専門的な知識ブローカー機能

を欠き、そして政策側の低い吸収能力という現実を無視した結果、かえって実装を阻害するという、

システム設計の根本的な欠陥を示している。 

なお、本研究では、既に公開されているプロジェクトの事後評価報告書を主要なデータソースとし

て利用している。これらの文書は、研究者側が作成した報告書およびプレゼンテーションに対して取

りまとめられた評価結果であることから、PJ側内部のプロジェクトマネジメントの失敗を過小評価

し、外部の障壁を強調するといった自己報告バイアスの影響を受けている可能性がある。また、プロ

グラム側がプロジェクトの成果を過小、あるいは課題に評価している可能性がある点には留意しなけ

ればならない。さらに、あくまでもプロジェクト終了時点の評価結果であることから、プロジェクト

終了後の政策実装の実績については、本データでは必ずしもカバーできていない可能性がある。 

しかしながら、こうした限界をもちながらも、あえてこれらのデータを利用する意義は、その網羅

性にある。これらの公式の評価における反復的なパターンを分析することで、研究開発を通じた政策

実装における阻害要因や障害を系統的に整理することを可能としている。 
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